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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社は、当社連結子会社であるUKC ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD.における特定取引先に対する前渡金及び関連取引の

実在性への疑義に起因する連結財務諸表上の重要な虚偽表示の疑義が発見されたため、平成29年５月30日に第三者委員

会を設置し、その実態解明に努めてまいりました。

当社は、平成29年７月19日に受領した同委員会による調査結果報告を踏まえ、関連する一部取引に関し、その性質

上、従来当事者取引として総額表示しておりました売上高を代理人取引として純額表示に修正することといたしまし

た。

以上の結果、当社は過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並びに四

半期連結財務諸表に含まれる一連の会計処理を訂正することといたしました。

これらの決算訂正により、当社が平成27年２月９日に提出いたしました第６期第３四半期（自　平成26年10月１日　

至　平成26年12月31日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1)経営成績の分析

第４　経理の状況

２　監査証明について

(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

 四半期連結損益計算書

（セグメント情報等）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂

正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第３四半期連結
累計期間

第６期
第３四半期連結
累計期間

第５期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 234,143 182,372 301,428

経常利益 （百万円） 5,847 4,863 7,237

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,532 3,227 4,398

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,961 4,582 6,019

純資産額 （百万円） 49,411 54,405 50,425

総資産額 （百万円） 124,713 128,289 118,436

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 225.00 205.61 280.21

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.4 42.1 42.2

 

回次
第５期

第３四半期連結
会計期間

第６期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 110.83 92.36

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第５期及び第５期第３四半期連結累計期間の関連する経営指標等の一部について、同期間の決算訂正に伴

い、遡及処理をした数値を記載しております。なお、同期間の訂正後の有価証券報告書については、平成29

年７月31日に提出しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

（当第３四半期の概況）

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、一部の経済指標に好調さがみられるものの、消費増税に伴

う停滞からの持ち直しが遅れており、４月から９月にかけて実質GDPが２四半期連続のマイナス成長に陥るなど、

やや厳しい状況が続いております。海外に目を転じますと、原油価格の急落、中国やアジア新興国の景気の停滞、

中東、ロシア等における政治的な緊張感の高まりが、世界経済の下振れリスクとなっております。

　当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、その牽引役をスマートフォンに依存する

傾向が強くなっております。また、スマートフォン市場の成長の担い手が中国やインド等の新興国に移っていくこ

とに伴い、メーカーシェアの変動や低価格化が進行しつつあります。

　このような状況の下、当社グループは、ソニー製の半導体・電子部品事業を軸とし、自社工場におけるＥＭＳ

（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大、取扱い製品の拡張、外部提携も含めた新規事業の創出

に引き続き注力してまいりましたが、海外のスマートフォン向け販売の一時的な停滞やタッチパネルメーカーであ

る勝華科技股份有限公司(英文表記Wintek Corporation 以下、Wintek社）の経営破たんに伴い第２四半期に計上し

た貸倒引当金の影響を受けました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,823億72百万円（前年同期比22.1％減）、営業利益は40億

３百万円（前年同期比26.3％減）、経常利益は48億63百万円（前年同期比16.8％減）、四半期純利益は32億27百万

円（前年同期比8.6％減）となりました。

（報告セグメント別の業績）

・半導体及び電子部品事業

　半導体及び電子部品事業におきましては、主にスマートフォン向け製品の販売が減少したことにより、減収とな

りました。また、前年の第２四半期に海外連結子会社において計上した貸倒引当金の影響は剥離したものの、減収

に加え、Wintek社関連の貸倒引当金の影響により、セグメント利益も減益となりました。

　以上の結果、売上高は1,714億０百万円（前年同期比22.6％減）、セグメント利益は42億26百万円（前年同期比

23.0％減）となりました。

・電子機器事業

電子機器事業におきましては、景気刺激策等に伴う昨年度の顧客需要増の反動が長期化しており、減収となり

ました。粗利率の改善や固定費の削減はあったものの、減収の影響が大きく、セグメント損失も拡大しました。

以上の結果、売上高は97億34百万円（前年同期比14.9％減）、セグメント損失は１億67百万円（前年同期は45

百万円の損失）となりました。

・システム機器事業

非接触ＩＣカード関連事業におきましては、電子マネー関連ビジネスが引き続き好調に推移し、売上が伸長し

ました。また、半導体及び電子部品の信頼性試験・環境物質分析サービス事業におきましては、売上は微減したも

のの、粗利率が改善しました。

以上の結果、売上高は20億23百万円（前年同期比8.9％増）、セグメント利益は１億49百万円（前年同期比

14.0％増）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社ＵＫＣホールディングス(E23245)

訂正四半期報告書

 4/20



（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して98億52百万円増加し、1,282億89

百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の増加44億58百万円、商品及製品の増加11億39百万円を主

因としたたな卸資産の増加25億27百万円、その他流動資産の増加５億24百万円、投資その他の資産の増加７億１百

万円によるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比較して58億73百万円増加し、738億84百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の増加25億46百万円、短期借入金の増加55億61百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少11億13百

万円、未払法人税等の減少９億23百万円、その他の流動負債の減少７億６百万円、長期借入金の増加10億88百万円

によるものであります。

純資産は前連結会計年度末と比較して39億79百万円増加し、544億５百万円となりました。これは主に四半期純

利益32億27百万円、利益剰余金からの配当６億27百万円、為替換算調整勘定の増加11億89百万円、少数株主持分の

減少38百万円によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,700,021 15,700,021
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,700,021 15,700,021 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日

～平成26年12月31日
- 15,700,021 - 4,383 - 1,383

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

普通株式      2,100
－ 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,656,000 156,548 同上

単元未満株式 普通株式     41,921 － －

発行済株式総数 15,700,021 － －

総株主の議決権 － 156,548 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりませ

ん。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

株式会社ＵＫＣホール

ディングス

東京都品川区大崎一丁目

11番２号
2,100 － 2,100 0.01

計 － 2,100 － 2,100 0.01

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 海外営業統括 山下 隆明 平成26年12月25日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,658 19,303

受取手形及び売掛金 69,633 ※２ 74,091

商品及び製品 17,611 18,751

仕掛品 434 1,022

原材料及び貯蔵品 370 1,170

その他 5,975 6,499

貸倒引当金 △170 △73

流動資産合計 111,512 120,766

固定資産   

有形固定資産 2,384 2,350

無形固定資産 475 406

投資その他の資産   

投資有価証券 3,011 3,419

その他 2,214 3,157

貸倒引当金 △1,160 △1,809

投資その他の資産合計 4,064 4,766

固定資産合計 6,924 7,523

資産合計 118,436 128,289

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 37,487 ※２ 40,034

短期借入金 16,120 21,682

1年内返済予定の長期借入金 2,044 930

未払法人税等 1,636 712

賞与引当金 454 213

その他 3,297 2,591

流動負債合計 61,040 66,164

固定負債   

長期借入金 5,893 6,982

退職給付に係る負債 692 353

役員退職慰労引当金 40 34

その他 344 348

固定負債合計 6,970 7,719

負債合計 68,010 73,884
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,383 4,383

資本剰余金 6,342 6,342

利益剰余金 37,818 40,463

自己株式 △2 △3

株主資本合計 48,541 51,186

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 254 390

為替換算調整勘定 1,262 2,451

退職給付に係る調整累計額 △43 4

その他の包括利益累計額合計 1,473 2,846

少数株主持分 410 371

純資産合計 50,425 54,405

負債純資産合計 118,436 128,289
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 234,143 182,372

売上原価 219,426 169,868

売上総利益 14,717 12,503

販売費及び一般管理費 9,284 8,500

営業利益 5,432 4,003

営業外収益   

受取利息 38 63

受取配当金 33 32

仕入割引 5 5

為替差益 445 864

その他 159 125

営業外収益合計 682 1,092

営業外費用   

支払利息 209 213

売上債権売却損 9 1

その他 48 17

営業外費用合計 267 232

経常利益 5,847 4,863

特別利益   

固定資産売却益 2 0

その他 0 －

特別利益合計 3 0

特別損失   

固定資産処分損 5 3

固定資産売却損 － 1

会員権評価損 17 4

会員権売却損 － 7

その他 0 0

特別損失合計 22 17

税金等調整前四半期純利益 5,828 4,845

法人税等 2,310 1,636

少数株主損益調整前四半期純利益 3,518 3,209

少数株主損失（△） △13 △18

四半期純利益 3,532 3,227
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,518 3,209

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18 136

為替換算調整勘定 1,424 1,189

退職給付に係る調整額 － 47

その他の包括利益合計 1,443 1,372

四半期包括利益 4,961 4,582

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,975 4,600

少数株主に係る四半期包括利益 △13 △18
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が71百万円減少し、利益剰余金が45百万円

増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への

影響は軽微であります。

 

（会計上の見積りの変更）

（退職給付債務の算定方法の変更）

　当社及び一部の国内連結子会社の退職給付制度の統合に伴い、第２四半期連結会計期間より、当社及び一部の

国内連結子会社の退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。

　この変更に伴い、退職給付債務について計算した簡便法と原則法の差額130百万円を、退職給付費用（販売費

及び一般管理費）の減額として計上しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 1,000百万円 500百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 644百万円

支払手形 － 36

 

３　債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 500百万円 500百万円

 
４　買取保証

 下記のとおり買取保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

三井住友ファイナンス＆リース株式会社  19百万円  14百万円
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当に関する事項

１．配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月30日

取締役会
普通株式 627 40.00 平成25年３月31日 平成25年６月12日 利益剰余金

 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

１．配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月12日 利益剰余金

 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
半導体及び
電子部品

電子機器
システム機
器

計

売上高       

外部顧客への売上高 221,582 10,703 1,858 234,143 － 234,143

セグメント間の内部売

上高又は振替高
5 740 － 746 △746 －

計 221,587 11,443 1,858 234,889 △746 234,143

セグメント利益又は損失

（△）
5,488 △45 131 5,573 △141 5,432

（注）１．セグメント利益の調整額△141百万円には、セグメント間消去取引△２百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△139百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 重要性がないため記載を省略しております。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
半導体及び
電子部品

電子機器
システム機
器

計

売上高       

外部顧客への売上高 171,388 8,960 2,023 182,372 － 182,372

セグメント間の内部売

上高又は振替高
12 773 － 785 △785 －

計 171,400 9,734 2,023 183,158 △785 182,372

セグメント利益又は損失

（△）
4,226 △167 149 4,207 △203 4,003

（注）１．セグメント利益の調整額△203百万円には、セグメント間消去取引△１百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△202百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 重要性がないため記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社ＵＫＣホールディングス(E23245)

訂正四半期報告書

15/20



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 225円00銭 205円61銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,532 3,227

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,532 3,227

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,698 15,698

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　（共通支配下の取引等）

　　当社は、平成27年２月６日開催の取締役会において、平成27年４月１日付で当社の完全子会社である株式会社

ＵＫＣエレクトロニクス（以下、「ＵＫＣエレクトロクス」または「分割会社」という）の半導体及び電子部

品事業を吸収分割の手法により承継することを決議いたしました。

　１．企業結合の概要

①結合当事企業の名称及び対象となった事業の内容

吸収分割承継会社：株式会社ＵＫＣホールディングス（当社）

吸収分割会社：株式会社ＵＫＣエレクトロニクス（当社の完全子会社）

事業の内容：半導体及び電子部品事業

②企業結合日

平成27年４月１日（予定）

③企業結合の法的形式

(1)吸収分割の方法

　当社を承継会社とし、ＵＫＣエレクトロニクスを分割会社とする吸収分割であります。

(2)吸収分割に係る割当ての内容

　ＵＫＣエレクトロニクスは当社の完全子会社であるため、株式の割当て、その他の金銭等の交付はあ

りません。

(3)その他の吸収分割契約の内容

（イ）吸収分割承継会社が承継する権利義務

　当社は、分割会社から本件分割の対象事業を遂行する上で必要とされる当該事業に係る資産・負

債及び契約上の地位ならびにこれらに付随する権利・義務を承継いたします。

（ロ）吸収分割の日程

吸収分割契約承認取締役会         平成27年２月６日

吸収分割契約書締結日             平成27年２月６日

本吸収分割の効力発生日           平成27年４月１日（予定）

（注）本会社分割は、当社においては会社法第796条第３項に規定する簡易吸収分割であり、分割会

社においては会社法第784条第1項に規定する略式組織再編であるため、いずれも株主総会の決議に

よる承認を受けることなく行う予定であります。

④結合後の企業の名称

　株式会社ＵＫＣホールディングス（当社）

⑤その他取引の概要に関する事項

　当社グループは、株式会社ユーエスシーと共信テクノソニック株式会社の共同株式移転により平成21年10

月１日に発足して以来、中核事業であるソニー製の半導体・電子部品事業をさらに強化するとともに、ＥＭ

Ｓ（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大や新規事業の創出に注力してまいりました。

　当社は、持株会社として、経営統合の推進、事業計画の推進、事業の選択と集中、ガバナンス機能の強化

等の役割を担ってまいり、所期の目的を概ね達成できたと考えております。

　一方、当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界、特に半導体・電子部品の領域におきまして

は、先進国の停滞、中国やインド等の新興国の興隆が顕著で、この目まぐるしく変動する事業環境に対し

て、迅速かつグローバルな経営判断が求められております。このような背景のもと、今般、意思決定の迅速

化、グループ内事業シナジー効果の早期創出、及び更なる経営効率化等を目的として、ＵＫＣエレクトロニ

クスの半導体及び電子部品事業を吸収分割の手法により当社が承継し、事業持株会社として一体的に運営す

ることを決定いたしました。なお、分割会社はシステム機器事業に注力し、国内市場の成長を堅実に取り込

んでまいります。

　２．実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理する予定であります。
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２【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………313百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月８日

（注）　平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月31日

株式会社ＵＫＣホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 富永　淳浩　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＫＣ
ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10
月１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る
訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＫＣホールディングス及び連結子会社の平成26年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成27年２月９日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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